





　 1 　最高裁決定平成 17 年 6 月 24 日
　 2 　裁判例の分類
　 3 　最判平成 19 年 1 月 25 日







建築基準法が改正（平成 10 年法律 100 号）され，私人（例，株式会社）
でも指定を受ければ，指定確認検査機関となり，建築確認を行い建築確認済









1　最高裁決定平成 17 年 6月 24 日⑴
























最決平成 17 年は，原審の判断を是認している。原審東京高決平成 16 年





































（4）手数料徴収官吏はプロイセン官吏責任法（1909 年 8 月 1 日）1 条 3 項
やライヒ官吏責任法（1910 年 5 月 22 日）5 条 1 号によって職務責任規定の
特権を受けることができず，個人責任を負担することになっている⑼。この
点，ドイツの職務責任規定では，日本の国家賠償法 1 条 1 項と同じく，責任















































































② 　ここでの立場の例として，横浜地判平成 17 年 11 月 30 日25がある。
但し，過失は否定された。










































































（2）最決平成 17 年では，指定確認検査機関を公共団体（行訴法 21 条 1 項）
に含ませる解釈は採用されなかったし，また，最判平成 19 年では，社会福






とは」，最決平成 17 年36と最判平成 19 年は共通している37と言われている。
他方で，最決平成 17 年について，「指定確認検査機関の指定によって，建築
確認事務は指定確認検査機関に委任されると解するほかはない」38とする指














4　東京地方裁判所判決平成 25年 3月 22 日41






れを看過して建築基準法（平成 18 年法律第 92 号による改正前のもので，以下「旧
基準法」といい，改正後の建築基準法を「改正基準法」という）6 条の 2 第 1 項所
定の確認等をし，被告杉並区も指定確認検査機関に対する監督を怠り損害が発生し
たとして，被告らに対し，債務不履行（設計会社に），民法 709 条（設計会社と指定











「旧基準法 6 条の 2 第 3 項，改正基準法 6 条の 2 第 10 項の報告書に添付して送付
される書類及び同法 7 条の 4 第 6 項の報告書に添付して送付される書類（同法施行




Y1 と Y2 に対する請求は一部認容された。以下，杉並区に対する請求についての
判断である。
「被告杉並区は，指定確認検査機関である被告 Y2 に対し，包括的な監督権限も指
定の取消権限も有していない（改正基準法 77 条の 30，77 条の 35 ほか参照）。また，
特定行政庁の権限ないし義務として，指定確認検査機関への立入検査権限（改正基
準法 77 条の 31 第 2 項），上記指定をした国土交通大臣又は都道府県知事への報告義
務（同条 3 項）及び指定確認検査機関への指示権限（同法 77 条の 32 第 2 項）が規
定されているが，いずれも特定行政庁と指定確認検査機関との間の指揮監督関係を
認める根拠とはならない。
そうすると，被告 Y2 の行う建築確認検査事務に係る行為が，国家賠償法 1 条 1
項の規定に関して被告杉並区の公権力の行使であるとする原告の主張は法的根拠を
有しないものといわなければならない。」
（2）この東京地判平成 25 年と最決平成 17 年との衝突が想定される。とり
わけ，東京地判平成 25 年では，最決平成 17 年と異なり，行訴法 21 条の公




あって，「行政事件訴訟法 21 条 1 項による行政事件訴訟から民事訴訟へ






































要件（国賠法 1 条 2 項）が好ましくないということで，この重過失要件を回





任監督者と費用負担者（国賠法 3 条 1 項）は地方公共団体であり，指定確認
検査機関の入る余地はない。他方，確認検査員（国賠法 3 条適用説では，指
定確認検査機関が公共団体に当たるので，確認検査員が公務員になる）49の







3 条 1 項）という効果は生じないのではなかろうか。












（国賠法 3 条 1 項）に，このような担保責任に由来する賠償債務を含めるこ
とを、国賠法 3 条適用説は主張しないようである。
かくして、国賠法 3 条適用説の下で国賠法 3 条 1 項を論ずることに意味が
あるのだろうか。また，国賠法 3 条 2 項の要件は「前項の場合」であるのだ
から、前項をみたさないということで、3 条 2 項も不適用にならないのであ
ろうか。結局、国賠法 3 条適用説が国賠法 3 条 2 項の適用をもたらすだけな
らば、民法による求償と異なる意義はどのようなものなのか。




に任ずる場合」（国賠法 3 条 1 項）という要件について，そもそも指定確認
検査機関が公共団体（国賠法 1 条 1 項）といえるかどうかがここでも当然問
われる。私見では，私人を費用負担者（国賠法 3 条 1 項）と見なして賠償責
任を負わせる，つまり公共団体性を認めることは困難55である。


























































































































（建基法 4 条 6 項）。
・ 長・知事の指揮監督に服する（4 条 1 項，2 項，5 項）。
・ 建築確認を行う（6 条 1 項，4 項）。行政処分として位置付けられる（94
条 1 項）。
・ 完了検査を行う（7 条 4 項，5 項）。
・ 中間検査を行う（7 条の 3 第 4 項，5 項）。
・ 所有者・建築主等に報告を求め，検査・質問をできる（12 条 5 項，6 項）。
指定確認検査機関の賠償責任主体性（松塚） 21
②日本の指定確認検査機関
・ 国土交通大臣または都道府県知事により指定された者である（6 条の 2
第 1 項）。
・ 国土交通大臣または都道府県知事により監督命令（77 条の 30），質問検
査等（77 条の 31）を受ける。特定行政庁による不適合通知（6 条の 2 第
11 項）や指示（77 条の 32 第 2 項）を受ける。
・ 建築確認を行う（6 条の 2 第 1 項）。行政処分とみなされる（6 条の 2 第
1 項，94 条 1 項）。後に特定行政庁による再確認があるが，悉皆的なも
のでない（6 条の 2 第 11 号）。
・ 完了検査を行う（7 条の 2 第 4 項，5 項）。
・ 中間検査を行う（7 条の 4 第 3 項，4 項）。
③ SH の検査技師（Prüfingenieure）75
・ 検査技師は，安定性の専門分野で公認されている（SH 規則 1 条 2 項）。
・ 安定性検査技師（Prüfingenieure für Standsicherheit）は，建築監督庁
の委託により自己責任で検査事務を履行する（SH 規則 2 条 1 項）。
・ 最上級の建築監督庁の専門監督（Fachaufsicht）に服する（SH 規則 2
条 1 項）。
・ 建築申請については建築監督庁が決定する（SH 建築法 64 条 1 項）。安
定性検査技師による検査結果を，建築監督庁は事後検査する必要なし
（SH 規則 2 条 1 項）。
・ 安定性証明の検査等に，建築監督庁は（建築局や）安定性検査技師を用
いなければならない（SH 規則 13 条 1 項）。
・ 安定性検査技師は建築技術証明の適正を検査し，検査報告書にて証明書
を出す（SH規則13条7項）。安定性検査技師が建築技術証明（Nachweise）
を検査したら，所定の要件は検査されない（SH 建築法 70 条 6 項）。
・ 建築監督庁は完了検査（Bauzustandsbesichtigung）を安定性検査技師
京女法学　第 6 号22
に委託できる（SH 規則 13 条 2 項）。
・ 安定性検査技師は建築（Bauausführung）を監視する（SH 建築法 78 条
2 項，SH 規則 13 条 8 項）。
・ 建築監視の中で，許認可，建築日誌等の閲覧が常に保障されなければな
らない（SH 建築法 78 条 7 項）。
④ SH の検査専門家（Prüfsachverständige）
・ 検査専門家は，防火，技術施設及び土砂土地建築の専門分野で公認され
ている（SH 規則 1 条 3 項）。
・ 検査専門家は義務の範囲で独立しており，委託者の指図に拘束されない
（SH 規則 2 条 2 項）。
・ 建築申請については建築監督庁が決定する（SH 建築法 64 条 1 項）。
・ 検査専門家は建築主の委託で，建築法上の要件を検査し，証明書を出す
（bescheinigen）（SH 規則 2 条 2 項）。
・ 防火検査専門家は防火証明の適正を検査し，証明書を出す（SH 規則 19
条 1 項）。
・ 登録の防火検査専門家が防火証明を検査し証明書を出したら，所定の要
件は検査されない（SH 建築法 70 条 6 項）。
・ 防火検査専門家は防火証明の点で建築を監視する（SH 建築法 78 条 4 項，
SH 規則 19 条 1 項）。
・ 建築監視の中で，許認可，建築日誌等の閲覧が常に保障されなければな
らない（SH 建築法 78 条 7 項）。
⑤ NW の検査技師
・ 力学検査技師は，最上級の建築監督庁に公認された者である（NW 規則
21 条 3 項）。
・ 検査技師は，検査の適正について下級の建築監督庁に責任を負う（NW
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規則 28 条 7 項）。
・ 検査技師は，最上級の建築監督庁の専門監督に服する（NW 規則 21 条 4
項）。
・ 建築申請については建築監督庁が決定する（NW 建築法 68 条 8 項［簡
易許可手続］，72 条 2 項）。
・ 下級の建築監督庁は安定性証明等の検査を検査技師に委託できる。検査
技師は検査委託をやむを得ない理由でしか拒絶できない（NW 規則 27
条 1 項，3 項）。
・ 建築監督庁は完了検査を行う（NW 建築法 82 条 1 項）。下級の建築監督
庁は完了検査の一部を検査技師に委託できる（NW 規則 27 条 2 項）。
・ 建築監督庁は建築を監視する（NW 建築法 81 条 1 項）。建築監視の一部
を検査技師に委託できる（NW 規則 27 条 2 項）。
・ 監視を委託された者には，許認可，建築日誌等の閲覧が常に保障されな
ければならない（NW 建築法 81 条 4 項）。
⑥ NW の国家に公認された専門家（staatlich anerkannte Sachverständige）
・ 専門家は，安定性，防火，土砂土地建築及び防音・耐熱の専門分野で国
家に公認される（NW 建築法 85 条 2 項 4 号［規則への委任］，建築法に
より国家に公認された専門家に関する規則 Verordnung über staatlich 
anerkannte Sachverständige nach der Landesbauordnung（2014）1 条
3 項76）。
・ 建築申請については建築監督庁が決定する（NW 建築法 68 条 8 項［簡
易許可手続］，72 条 2 項）。
・ 防音・耐熱の証明を公認の専門家は作成または検査する。安定性証明を
公認の専門家は検査する。公認の専門家は，防火適合の証明書を出す（参









らない。その限りで，完了検査は行われない（NW 建築法 82 条 4 項）。
・ 公認の専門家の証明書がある場合，建築監視は行われない。この場合，
公認の専門家が，建築計画が証明書通り実施されているかどうかを抜き
取り検査で統制する kontrollieren（NW 建築法 81 条 1 項）。
⑦ Sa の検査技師
・ 検査技師は，安定性と防火の専門分野で公認される（Sa 規則 13 条）。権
限受任者として高権的権力の行使において活動する77。
・ 検査技師は自己責任で独立して活動する（Sa 規則 17 条）。
・ 検査技師は最上級の建築監督庁の専門監督に服する（Sa 規則 14 条 1 項）。
・ 建築監督庁は，許可を要する建築物について検査する（Sa 建築法 64 条）。
・ 検査技師は，建築監督庁または建築主の委託で建築監督上の検査事務を
履行する（Sa 規則 14 条 1 項，15 条 1 項）。
・ 安定性検査技師は安定性証明の適正を検査する（Sa 規則 26 条 3 項）。
・ 検査技師は完了検査を委託される（参照，Sa 建築法 88 条 2 項 1 号［規
則への委任］）。
・ 建築監督庁は建築を監視する（Sa 建築法 81 条 2 項）。検査技師は建築
監視を委託される（参照，Sa 建築法 88 条 2 項 1 号［規則への委任］，
Sa 規則 15 条 3 項）78。安定性検査技師は自ら検査した安定性証明の点
で建築を監視する（Sa 規則 26 条 4 項）。防火検査技師は自ら検査した
防火証明の点で建築を監視する（Sa 規則 30 条 1 項）。
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・ 建築監視の中で，許認可，建築日誌等の閲覧が常に保障されなければな
らない（Sa 建築法 81 条 4 項）。
⑧ Sa の検査専門家
・ 検査専門家は，技術施設と土砂土地建築の専門分野で公認される（Sa
規則 13 条 1 項）。
・ 検査専門家は自己責任で独立して活動する（Sa 規則 17 条）。
・ 建築監督庁は，許可を要する建築物について検査する（Sa 建築法 64 条）。
・ 検査専門家は，建築主等の委託で，建築法上の要件を検査し証明書を出
す（Sa 建築法 88 条 2 項 2 号［規則への委任］，Sa 規則 14 条 2 項）。
・ 検査専門家は高権的な検査事務を履行しない（Sa 規則 14 条 2 項）。
SH 建築法＝ Landesbauordnung für das Land Schleswig-Holstein（2009）79
SH 規則＝  Landesverordnung über die Prüfingenieurinnen oder Prüfingenieure für 
Standsicherheit sowie Prüfsachverständigen - Schleswig-Holstein（2008）80
NW 建築法＝ Bauordnung für das Land Nordrhein-Westfalen（2014）81
NW 規則＝ Verordnung über bautechnische Prüfungen（2014）82
Sa 建築法＝ Sächsische Bauordnung（2004）83














償（国賠法 1 条 2 項）の際に支障となる重過失要件を回避するためである。
しかし，国賠法 3 条適用説は，判例上の硬い公共団体要件を乗り越える必要
がある上に，いまだ条文解釈上の疑問点がある。
あるいは，指定確認検査機関を公務員（国賠法 1 条 1 項）とみなして（参
照，裁判例の分類（2）①），公務員の個人責任追及を可能とする見解もある。
しかし，個人責任について長年消極的な判例がこれを認めるか疑問である。


























⑴ 判時 1904 号 69 頁。
⑵ 山本隆司『判例から探究する行政法』（有斐閣，2012 年）606 頁。米丸恒治「指定確
認検査機関がした建築確認の損害賠償責任主体」民商法雑誌133巻4＝5号864頁以下。
安本典夫『都市法概説』（法律文化社，2008 年）130 頁以下。見上崇洋「最新判例批評」
判例評論 568 号 175 頁。
⑶ 米丸恒治『私人による行政』（日本評論社，1999 年）344 頁。
⑷ 例えば，碓井光明「政府業務の民間開放と法制度の変革」江頭憲治郎・碓井光明編『法
の再構築 [ Ⅰ ] 国家と社会』（東京大学出版，2007 年）34 頁によると，「地方公共団体
の『公の営造物』の設置管理に瑕疵があったことによる損害は，指定管理者の指定に
係りなく，当該地方公共団体が国家賠償法 2 条の賠償責任を負う」とされる。
⑸ 東京地判平成 21 年 3 月 24 日判例時報 2041 号 64 頁。名古屋高判平成 22 年 11 月 4 日
裁判所ウェブサイト。神戸地判平成 25 年 6 月 28 日労働判例ジャーナル 22 号 30 頁。
判例評釈として，山本隆司「行政判例研究 592」自治研究 89 巻 4 号 114 頁以下。
⑹ 東京地判昭和 55 年 6 月 18 日下民集 31 巻 5 ～ 8 号 428 頁。東京高判平成 19 年 11 月
29 日判タ 1279 号 159 頁。整理したものとして，小幡純子「国家賠償法の適用範囲に
ついて（上）―民間委託等官民協働による行政活動をめぐって―」法曹時報 64
巻 2 号 250 頁以下。
⑺ 松塚晋輔「公共団体とは何か―国家賠償法との関係で―」久留米大学法学 48 号
78 頁以下。
⑻ 塩野宏『行政法Ⅱ第 5 版補訂版』（有斐閣，2013 年）303 頁以下。塩野宏『行政法Ⅲ
京女法学　第 6 号28
第 4 版』（2012 年）165 頁以下。米丸恒治「建築基準法改正と指定機関制度の変容」
政策科学 7 巻 3 号 264 頁以下。「従来の指定機関と，指定確認検査機関とで，前者は
国等の行政主体が損害賠償責任を第一次的に負うが，後者は指定確認検査機関が自ら
負う」とする。米丸・前掲政策科学 265 頁。
⑼ 参照，松塚晋輔『民営化の責任論』（成文堂，2003 年）47 頁以下。
⑽ Sven Kreuter, Die Staatshaftung für Gebührenbeamte in den neuen Ländern, LKV 
2007, S.542. 国家への責任移転の制限は，連邦法または州法によってはできるが，一
般的授権に基づく条例によってはできないことについては，参照，Hans D. Jarass, 
Art.34, in: Hans D. Jarass / Bodo Pieroth, Grundgesetz für die Bundesrepublik 
Deutschland Kommentar, 11. Auflage, München 2011 Rn.22.
⑾ 指摘するものとして，板垣勝彦『保障行政の法理論』（弘文堂，2013 年）541 頁。
⑿ 参照，松塚・前掲『責任論』52 頁。
⒀ 例えば，最判昭和 30 年 4 月 19 日民集 9 巻 5 号 534 頁。最判昭和 53 年 10 月 20 日民
集 32 巻 7 号 1367 頁。
⒁ 参照，西埜章『国家賠償法コンメンタール』（勁草書房，2012 年）619 頁以下。
⒂ 保険制度については，参照，板垣勝彦「保障国家における私法理論―契約・不法行為・
団体理論への新たな視覚―」行政法研究 4 号 113 頁以下。
⒃ 例えば，米丸・前掲民商 865 頁は，指定確認検査機関による確認を，特定行政庁の監
督下で行ったものというのは疑わしいとする。金子正史「指定確認検査機関のした建




⒄ 仲野武志「行政法 4」平成 17 年度重要判例解説 44 頁。
⒅ 金子正史「指定確認検査機関に関する法的問題の諸相（2）」自治研究 81 巻 7 号 9 頁。
同様に，仲野・前掲 44 頁。
⒆ 判時 2042 号 33 頁，判タ 1301 号 140 頁。
⒇ 判時 2173 号 62 頁。
21 学説では，見上・前掲 175 頁が，「公共団体の本来的な責任がある事務であり，指定
確認検査機関に対しては求償的な請求のできる関係ということを出発点として考える
べき」という。
22 高石直樹・平成 17 年度主要民事判例解説（判タ 1215 号）287 頁。
23 例えば，金子・前掲自治研究 82 巻 10 号 49 頁以下。
指定確認検査機関の賠償責任主体性（松塚） 29
24 国賠法 1 条 2 項では，求償権は「公務員」が故意重過失のあった場合に制限されるが，
身分上の公務員でない者への求償の場合，故意重過失に限定する必要もないとする説
である。金子・自治研究 82 巻 10 号 52 頁。山本・前掲『行政法』600 頁。松塚晋輔「民
営化と救済法」比較憲法学研究 20 号 120 頁。求償要件緩和説に好意的なものとして，
碓 井・ 前 掲 36 頁。 松 塚 晋 輔・ 行 政 判 例 百 選 Ⅰ 第 6 版 15 頁。Ulrich Stelkens, 
Amtshaftung und Regress bei Schädigungen durch Verwaltungshelfer, JZ 2004, 
S.660.
25 判例地方自治 277 号 31 頁。
26 判時 2126 号 73 頁。
27 判時 2032 号 116 頁。
28 判時 2047 号 128 頁，判タ 1304 号 206 頁。批判として，西埜章『国家賠償法コンメンター
ル』（勁草書房，2012 年）106 頁。
29 鎌野邦樹「最新判例批評」判例評論 615 号 185 頁。
30 LEX/DB インターネット文献番号 25511700。









33 民集 61 巻 1 号 1 頁。
34 ちなみに，米丸・前掲『私人による行政』344 頁によると，「指定機関はあくまでも行
政庁となり，行政主体として扱われるものではない」とされている。
35 参照，Fritz Ossenbühl / Matthias Cornils, Staatshaftungsrecht, 6., neubearbeitete Auflage, 
München 2013, S.115; Elke Gurlit, Art.34, in: Ingo von Münch, Grundgesetz 
Kommentar, Band 1, 6., neubearbeitete Auflage, München 2012, Rn.34. 松塚・前掲『責
任論』54 頁。




37 参照，岡田正則「社会保障・社会福祉判例研究」賃金と社会保障 1445 号 74 頁。但し，




38 金子・前掲自治研究 81 巻 7 号 11 頁。反対，米丸・前掲民商 864 頁。
39 中原太郎「国家賠償責任と使用者責任（2）―近時の国家賠償責任論が民法理論に
示唆するもの―」法学 75 巻 1 号 24 頁。
40 岡田・前掲 75 頁。
41 LEX/DB インターネット文献番号 25511700。
42 判時 1915 号 34 頁。
43 鎌野・前掲 183 頁。その他，板垣勝彦「行政判例研究 934」自治研究 89 巻 6 号 145 頁。
秋山靖浩・消費者法判例百選 157 頁。鈴木庸夫「指定確認検査機関の責任と法構造」
辻山幸宣編『耐震偽装の政府責任：建物の安全の制度設計』（公人社，2006 年）12 頁。
同じ言及として，東京地判平成 17 年 11 月 21 日。「最高裁決定は，訴え提起当初は指
定確認検査機関を被告とする建築確認の取消しを求める行政事件訴訟として係属した





判平成 24 年 1 月 31 日判時 2146 号 91 頁。
44 米丸恒治「行政の民営化・民間委託と行政救済法」法律時報 79 巻 9 号 40 頁。板垣・
前掲自治研究 149 頁。参考までに，指定管理者と地方公共団体について不真正連帯債
務の関係とする説として，松村享「国家賠償法上の公務員概念と指定管理者の責任
―判例理論を踏まえて」自治研究 88 巻 12 号 119 頁。
45 金子・前掲自治研究 82 巻 10 号 52 頁は，民法の責任（指定確認検査機関）と国賠法
の責任（地方公共団体）との連帯責任を論じる。鎌野・前掲 186 頁。
46 米丸・前掲民商 866 頁。米丸・前掲法律時報 40 頁。小幡純子「官（公）と民の役割
分担」法律時報 81 巻 2 号 68 頁。阿部泰隆『行政法解釈学Ⅱ』（有斐閣，2009 年）447
項以下。参照，金子・前掲自治研究 82 巻 10 号 48 頁。
47 鎌野・前掲 186 頁は，国賠法 3 条適用説ではないが，過誤がなくとも地方公共団体の
責任を肯定するものであり，国賠法 3 条 1 項と結合して，無限定な国家責任をもたら
指定確認検査機関の賠償責任主体性（松塚） 31
さないであろうか。参照，山本・前掲『行政法』616 頁。
48 米丸・前掲民商 864 頁以下。
49 参照，長谷川佳彦「判例研究」法学論叢 161 巻 1 号 101 頁。
50 「費用」については，参照，西埜・前掲 998 頁以下。


























するもの―」法学 77 巻 2 号 11 頁）。
60 板垣・前掲自治研究 149 頁。







62 参照，米丸・前掲法律時報 40 頁。基本的には指定確認検査機関が損害賠償責任（国
賠責任）を負うが，指定確認検査機関の建築確認は特定行政庁の審査を受けることに
なっており，この審査の過誤については，地方公共団体の国賠責任になるとする。
63 松塚・前掲『責任論』14 頁以下，159 頁以下。千葉地松戸支判昭和 63 年 12 月 2 日判
時 1302 号 133 頁。浦和地熊谷支判平成 2 年 10 月 29 日判例集不登載。東京高判平成
12 年 6 月 14 日賃金と社会保障 1292 号 13 頁。
64 東京地判昭和 55 年 6 月 18 日下民集 31 巻 5 ～ 8 号 428 頁。東京高判平成 19 年 11 月
29 日判タ 1279 号 159 頁で，懲戒委員会の委員は公務員（国賠法）とされている。
65 金沢地判昭和 50 年 12 月 12 日判時 823 号 90 頁で，審判委員は公務員（国賠法）とさ
れている。
66 大阪地判昭和 48 年 9 月 19 日下民集 24 巻 9 ～ 12 号 650 頁で，被収容者の治療を行う
民間医師は，公務員（国賠法）とされている。
67 BGHZ, 39, 358.
68 米丸・前掲政策科学 265 頁は，「参考までに」，ドイツの公認検査技術者（＝検査技師）
の連邦通常裁判所の判例に触れている。その他，紹介するものとして，山本隆司「工
業製品の安全性に関する非集権的な公益実現の法構造―ドイツ法・ヨーロッパ法の
場合―」ジュリスト 1245 号 71 頁。板垣・前掲『保障行政の法理論』541 頁。
69 同様に，NW 規則 27 条 3 項。参照，Bernhard Bellinger, Die Haftung des staatlich 
anerkennten Sachverständigen, Der Prüfingenieur, 1999, S.58.　もっとも，ザクセン
州では，検査技師は，建築主からの委託によっても建築監督上の検査事務を履行する。
Sa 規則 14 条 1 項。
70 参照，安本・前掲 109 頁。
71 Bellinger, a.a.O., S.58.
72 SH 規則 2 条 2 項「検査専門家は，高権的な建築監督の検査事務を履行しない。」その
他にも，Sa 規則 14 条 2 項。
73 Bellinger, a.a.O., S.58f.
74 他方，単なる法的監督（Rechtsaufsicht）の場合，合目的性コントロールは行われない。
参照，Hartmut Maurer, Allgemeines Verwaltungsrecht, 15. Auflage, 2004, §23, Rn.59.
指定確認検査機関の賠償責任主体性（松塚） 33
75 連邦通常裁判所判決 1963 年 5 月 27 日の際の法令は改正されているので，現行の法令
の紹介とする。
76 https://recht.nrw.de/lmi/owa/pl_text_anzeigen?v_id=720031106092333787#det218663，
閲覧 2014 年 4 月 7 日 13 時。
77 Christoph Degenhart, Bauaufsichtiliche Tätigkeit der Prüfingenieure als Ausübung 
öffentlicher Gewalt ‒ Zur Geltung der Ausnahmeregelung in Art. 2 Abs. 2 lit. i der 
Dienstleistungsrichtlinie für Prüfingenieure nach §14 Abs. 1 DVOSächsBO ‒, ZfBR 
2008, S.759.
78 Degenhart, a.a.O., S.759.
79 http://www.gesetze-rechtsprechung.sh.juris.de/jportal/?quelle=jlink&query=BauO+
SH&psml=bsshoprod.psml&max=true&aiz=true#jlr-BauOSH2009rahmen，閲覧 2014
年 4 月 7 日 13 時。
80 http://www.gesetze-rechtsprechung.sh.juris.de/jportal/?quelle=jlink&query=BauSt
Pr%C3%BCfIngV+SH&psml=bsshoprod.psml&max=true&aiz=true#jlr -
BauStPrüfIngVSH2008rahmen，閲覧 2014 年 4 月 6 日 12 時。
81 https://recht.nrw.de/lmi/owa/pl_text_anzeigen?v_id=5820031106092333838，閲覧 2014
年 4 月 7 日 13 時。
82 https://recht.nrw.de/lmi/owa/pl_text_anzeigen?v_id=720050120105339187， 閲 覧 2014
年 4 月 7 日 12 時。
83 beck-online.DIE DATENBANK ウェブサイト，閲覧 2014 年 4 月 11 日 21 時。




86 これとは反対に，小幡純子「建築基準法と耐震構造偽装事件」学術の動向 2006 年 6
月 60 頁は，指定確認検査機関の建築確認を，公権力の行使が委ねられたものと解する。
同様に，山本・前掲『行政法』614 頁，619 頁。
87 原田尚彦『行政法要論全訂第 7 版補訂 2 版』（学陽書房，2013 年）387 頁。
88 岡田雅夫『行政法学と公権力の観念』（弘文堂，2011 年）242 頁注（41）は次のよう
に記す。「行政行為の権力性は，今日認められているように，法技術的なものであり，
行政権自身の権力性とは直結しない」と。
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